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　現在、成田空港は2本の滑走路で運用されており、

2017年度実績で航空機発着回数約25万回、航空旅

客数約4100万人、国際航空貨物量約230万トンを取

り扱っている。しかしながら、世界経済の成長とともに

国際空港間競争が激しくなる中、近隣アジア諸国では

国際航空需要を取り込むための大規模な空港整備が

進められており、日本においても首都圏空港の強化は

不可欠となっている。我が国の更なる成長、国が進め

る観光ビジョンの実現、そして地域の今後の発展のた

めにも、第3滑走路の整備、B滑走路の延伸、夜間飛

行制限の緩和といった成田空港の更なる機能強化の

必要性については国からも表明されていた。

　これを受けて四者協議会では2015年9月から、更

なる機能強化の具体化に向けた検討を開始。関係者

は更なる機能強化の必要性を認識するとともに、実施

に当たっては地域の皆様の理解と協力が必要不可欠

であるとの共通理解のもと、NAAは関係者からの協力

を得ながら200回を超える住民説明会等において、地

域の皆様に丁寧な説明を重ねてきた。その結果、更な

る機能強化を実施することについて地元自治体から

も理解をいただき、2018年3月13日の四者協議会に

おいて正式合意し、実施に向けた確認書を締結する

に至った。

機能強化の概要について

　確認書は、1．機能強化の概要、2．環境対策等、3．

周辺対策交付金、4．航空機落下物対策、5．地域振興、

6．更なる機能強化に当たっての遵守事項、7．事業実

施に当たっての協議――の7項目から構成される。この

うち機能強化の概要では、国及びNAAから提示のあっ

た、①滑走路の増設・延伸等、②年間発着枠の拡大、

③夜間飛行制限の変更――について、「環境対策をは

じめ、本確認書記載事項の遵守を前提に、空港周辺9

2018年3月13日に開催された国、千葉県、空港周辺9市町、NAAの四者で構成される
「成田空港に関する四者協議会」（以下、四者協議会）は、

第3滑走路の整備をはじめとした「成田空港の更なる機能強化」を実施することについて合意し、
機能強化の内容やそれに伴う環境対策等に関する確認書が締結された。

滑走路の具体的な位置

：出発

：到着

更なる機能強化について四者協議会で合意

第3滑走路の整備等により年間発着枠を30万回から50万回へ
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市町と千葉県は了承する」としている。

　滑走路については、B滑走路の南側に新たに3500

ｍの滑走路（C滑走路）を増設するとともに、B滑走路

については北側に1000ｍ延伸し、現在の2500ｍから

3500ｍに変更する一方、現計画にある横風用滑走路

については、今後、整備を行わないことが明記された。

　また、年間発着枠については、現在の30万回を50

万回に拡大することとされた。航空機の発着が可能な

運用時間は現在6時〜23時とされているが、C滑走路

の供用開始後には、滑走路別に異なる運用時間を採

用する「スライド運用」を導入し、飛行経路下における

静穏時間を7時間確保した上で、空港全体としての運

用時間を5時〜0時30分に変更する。

　なお、C滑走路の供用開始後、全ての滑走路につい

て22時以降の便数制限を撤廃するとともに、0時30分

から1時までは弾力的運用を認めることにする。

　一方、C滑走路供用開始までの措置として、2020年

の東京オリンピック・パラリンピック開催までに、A滑

走路の発着時間を現行より1時間延長して6時〜0時に

変更。同時に22時以降の便数制限を撤廃するととも

に、0時から0時30分までは弾力的運用を認めること

とされた。ただしB滑走路の運用時間と弾力的運用は

現行どおりとなる。

環境対策等について

　更なる機能強化の実施により、航空機からの騒音影

響を受けるエリアが拡大することから、「公共用飛行

場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関

する法律（騒防法）」に基づき国が騒防法第1種区域

を新たに指定するとともに、「特定空港周辺航空機騒

音対策特別措置法（騒特法）」に基づき千葉県が騒特

法防止特別地区及び防止地区を新たに設定することと

なる。

　なお、騒防法第1種区域（住宅防音工事、空調機機

能回復工事等への助成に対応）の指定に当たっては、

基本的な考え方として、B滑走路においては、騒音コ

ンターが現在の第1種区域より広がる場合には、集落

分断に配慮しながら拡大する。また、C滑走路におい

て集落分断に配慮しながら新たに第1種区域を指定す

る。A滑走路とB、C滑走路に挟まれた谷間地区につい

ては、将来のスライド運用等も考慮しつつ、地域の生

活環境保全の視点から、全て第1種区域とする。さら

に、横風用滑走路については、今後整備を予定してい

ないことから、横風用滑走路に係る第1種区域は廃止

する――などとした。

　騒音対策では、防音工事の施工内容を充実させる

ため、騒防法第1種区域については、新たに「ペアガラ

スの助成」「世帯の人数による防音工事限度額の柔軟

化」「浴室、洗面所、トイレの外郭防音化」を実施する。

　このうちペアガラスの助成については、NAAが行う

防音工事の標準仕様に準ずる仕様として、市販防音

サッシ及びペアガラスの合計額に対して、特殊防音

サッシ及び単板ガラス代金の合計額を超えない範囲内

で助成する。

　世帯の人数による防音工事限度額の柔軟化につい

ては、一定の広さを有し複数の部屋がある一人世帯の

住宅では、同居の有無にかかわらず子や孫がおられる

場合、二人世帯とみなすことにより、防音工事の限度

額を引き上げる。これは、世帯主が単身住まいであっ

夜間飛行制限の緩和（運用時間）

［Ｂ滑走路は現状どおり］

B

A

［Ａ滑走路は1時間延長・便数制限廃止］
※ 0:00～0:30は弾力的運用

 6:00ｰ23:00
（運用制限：7H）

※ 0:30～1:00は弾力的運用

　 なお、騒音影響平準化のため、定期的に｢早番｣｢遅番｣を入れ替える。

北風時の例（南風時には離陸と着陸が逆になる）

C滑走路供用までの当面の運用

 6:00ｰ0:00
（運用制限：6H）

 6:00ｰ0:00
（運用制限：6H）

 7:30ｰ0:30
（運用制限：7H）

 5:00ｰ22:00
（運用制限：7H）

（運用制限：7H）
 5:00ｰ22:00

（運用制限：7H）
7:30ｰ0:30

着陸

  滑走路別に異なる運用時間を採用する「スライド運用」（C滑走路供用後）

離陸

離陸 着陸

 6:00ｰ23:00
（運用制限：7H）離着陸

離着陸 離着陸

離着陸 B C

A

夜間運用の“遅番” 早朝運用の“早番”

［全ての滑走路の便数制限廃止］
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ても、別居されている子や孫が帰省されるような場合

を考慮したものである。

　浴室、洗面所、トイレの外郭防音化については、こ

れまで防音工事の対象となっていなかった浴室、洗面

所、トイレについても、外郭の防音工事をする方が室

内の建具を防音化するよりも合理的と認められる場合

には、限度額の範囲内で防音工事を実施する。

　さらに、夜間飛行制限の緩和に伴う深夜早朝対策と

して、地域の皆様の安眠を確保するため、既存の防音

工事と併せて、35〜40dB程度の防音効果が見込まれ

る「内窓」を、居住する家族の人数分の寝室に設置す

る。また、壁・天井の工事が実施されていない場合に

は、一定の限度額の範囲内で補完工事も行う。対象範

囲は、騒特法の防止地区内（Lden62dB内）、及びA滑

走路の防止地区とB滑走路またはC滑走路の防止地区

に挟まれた、いわゆる“谷間地域”となるが、具体的な

谷間地域の対象範囲は、今後関係者と協議する。

　なお、これらの各種防音工事の施工内容の充実及び

内窓設置工事については、2020年東京オリンピック・

パラリンピック開催までにA滑走路の発着時間を変更

することが確認されていることから、2018年10月1日よ

りA滑走路側において先行実施されたところである。

周辺対策交付金及び落下物対策

　今回の更なる機能強化では、年間発着回数が50万

回に拡大されることから、周辺対策交付金もそれを前

提とした算定方法に改め、交付総額を現在の約1.5倍

（約60億円）まで増額する。併せて、使途を柔軟化し

て教育・医療・福祉等で使用可能な「地域振興枠」を

設定。また、A滑走路の運用時間の延長を先行的に実

施することを踏まえて、A滑走路側の騒音下の市町に

対して、C滑走路供用開始までの間、「A滑走路特別加

算金」を交付することとした。

　また、NAAは、航空機からの落下物対策として2018

年4月1日に「航空機落下物被害救済支援制度」を創

設した。本制度は、成田空港を離着陸した航空機から

の落下物と認定された場合の見舞金の支払い、落下物

により実損が生じたものの原因となる航空会社を直ち

に特定できない際の立替金の支払い、被害者と航空会

社との交渉に関する円滑なサポートで構成されている。

　さらに、成田空港周辺における独自の落下物対策と

して、落下物多発地域を対象とした住宅移転のための

補助制度を創設することについて、引き続き具体的な

協議・検討を行う。

◇

　成田空港の更なる機能強化を実施し、経済発展が

著しいアジア諸国の成長を取り込んでいくことで、今

後、旅客数や貨物量の大幅な増加が見込まれる。発着

回数50万回時においては、航空旅客数は現在の約2倍

にあたる7500万人へ、国際航空貨物量は現在の約1.5

倍にあたる300万トンへ、空港内従業員数は現在の約

2倍にあたる7万人へと増加することが期待される。

　同時に、空港内だけでなく、周辺地域における「産

業振興」や「インフラ整備」、「生活環境の向上」が図

られることが期待され、地域産業の活性化により、輸

出輸入の拡大などに伴う、航空需要の増加や地域から

の航空・空港関連雇用の増大など、地域と空港が一

体となって発展していけるよう、地域づくりの早期実現

に向け四者で取り組んでいく。

発着回数50万回に基づく騒音コンターと対策区域

Lden62dB

騒防法第１種区域

騒防法第１種区域

Lden62dB

騒防法第１種区域

※対策区域を廃止

※対策区域を廃止


